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在宅医療関連講師人材養成研修会
スキーム 及び コンテンツの議論に用いた図

平成27年度 委員名簿 ◎ 議長

飯島勝矢
（東京大学高齢社会総合研究機構）

苛原実
（全国在宅療養支援診療所連絡会）

太田秀樹
（全国在宅療養支援診療所連絡会）

草場鉄周
（北海道家庭医療センター）

鈴木邦彦（日本医師会）
土橋正彦（千葉県医師会）

◎新田國夫
（全国在宅療養支援診療所連絡会）

前田憲志（日本在宅医学会）
山脇正永
（京都府立医科大学総合医療・医学教育）

和田忠志
（全国在宅療養支援診療所連絡会）
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初年度 本事業の意義と期待
① 地域包括ケアシステム構築が市区町村の重要な課題

医療・介護連携においては、介護保険の保険者としての市区町村と
地域の医療を担う、地区医師会の理解と協力が極めて重要

➁ 市区町村が、在宅医療推進に関して、地区医師会から助言を得られるように
在宅医療に関して、経験と見識のある医師を講師として養成し、専門職をはじめ、
地域住民、さらには行政等への在宅医療啓発推進事業に係る人材育成を行う

➂ 地域医療構想においても、同様に在宅医療の推進が重要であり、在宅医療は
地域包括ケアシステムと地域医療構想のリエゾンとなりうる

④ コンテンツに盛り込む内容
ⅰ） 基幹病院（地域の中小個人病院）の医師の理解
ⅱ） 医師がリーダーとなって地域を創る意義の共有
ⅲ） 行政を含む、地域連携の構築 行政との良好なる関係性
ⅳ） 多職種協働（IPW）の推進 他職種の職能・役割の理解
ⅴ） 高齢者だけでなく、精神疾患・小児在宅医療の普及
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開催日時 参加者数

平成27年度 2016年1月17日（日） 9:00～17:00

総数327名（271名、41都道府県医師会 / JHHCA関係者 56人）

平成28年度 2017年1月14日（日） 9:00～17:00

総数313名（263名、41都道府県医師会 / JHHCA関係者 50人）

平成29年度 2018年1月29日（日） 9:00～17:00

総数249名（210名、40都道府県医師会 / JHHCA関係者 36人）

場所 日本医師会館大講堂
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平成27年度 プログラムの特徴
「全国都道府県医師会から推薦された受講者（医師）が、地域で在宅
医療普及活動のアドバイザーを担えるように本研修を位置付ける」と明記

コンテンツ
• 在宅医療の医学的な技能や知識ではなく、多職種協働のスキルや行政との
連携のヒントなどが盛り込まれている。

• 午前の部は、日本医師会および厚生労働省それぞれの立場からの在宅医療
の意義 行政との連携 病診連携 居住系施設との連携について。

• 午後の部は、多職種協働と地域連携をテーマにモデルケアカンファを試みた。
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平成28年度プログラムの特徴

高齢者を対象とした在宅医療分野という副題が追加された。

前年度は、小児在宅医療を一領域として位置付けたが、今年度は小児在
宅医療が成人の在宅医療と共通点が多いことから、座学に盛り込んだ。

前年同様のコンテンツに加え、
• 午前の部に 都道府県医師会の取り組みを好事例として紹介した。

• 午後の部に、モデルケアカンファレンスに加え、医療介護連携事業報
告及び地域づくりの実践的活動報告を行った。
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平成29年度プログラムの特徴
（目的を一部変更）

「全国都道府県医師会から推薦された受講者の先生方が、地域において在
宅医療に関する講師となれるように本研修を位置付ける」 ため、アドバイ
ザーという文言が削除され、講師人材であることが強調された。

今年度からは、地域特性を重視し、内容の変更が行われた。

• 人口5万人未満、20万人未満、20万人以上と人口規模で、地域を３つに
分類し、それぞれの地域での取り組みの紹介と、ワークショップを行った。

• 地域のかかりつけ医の中には、ワークショップ形式での議論になじみの
薄い世代の参加もあり、Q＆Aを作成している（次ページ）。

• ワークショップのテーマは、① 在宅医療の継続（望まれない形での在宅
医療の中断 ➁ 24時間対応 医師の負担感 ➂ 多職種協働（在宅医
療の業際性）とした。
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ワークショップ実施にあたり、
基礎的事項に関するQ&A そのⅠ
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ワークショップ実施にあたり、

基礎的事項に関するQ&A その２
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ラーニンピラミッドを示して、
能動的学習と教えることの重要性を強調



過去の受講者に関する分析（二次医療圏別の受講者分布マップ）

平成27年度・28年度・29年度 総受講者数：５９４名

• 大部分の参加者は1回（ 498名／594名）である。 （3回：15名）

• 参加自治体の傾向

参加のない都道府県が数カ所存在する

北海道・四国からの参加が少ない傾向にある

人口規模の大きな圏域からの参加が多い傾向にある

約30％（205名／594名）は、関東甲信越から参加

• それぞれの圏域に特有の課題
在宅医療推進の社会資源 質と数

在宅医療の対する地区医師会の認識 行政の姿勢

住民の意識 （看取りの文化）

地理的要因 離島 中山間地域 人口密集地域
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在宅医療関連講師人材の養成に関連する基礎的情報

二次医療圏数 335 (平成30年９月現在）

郡市区医師会数（大学病院医師会を除く） 827 (平成30年９月現在）

市区町村数 1718 （平成28年10月10日）

◎ 二次医療圏に複数の市区町村

◎ 郡市区医師会に複数の市区町村

◎ 市区町村に複数の郡市区医師会（市町村合併などで）

例 演者の所属 栃木県小山市小山地区医師会

２市２町から構成 郡市区医師会は4つの市町と連携

栃木県県南保健医療圏（二次医療圏） ３市3町
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受講者分布マップ 二次医療圏

H27年度・H28年度・H29年度

受講者数：594名

6名

39名

北海道

東北
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北関東 31名

千葉県 12名

埼玉県 33名
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東京都 82名

神奈川県 25名
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北陸 16名
甲信越 21名

東海 29名
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近畿 89名
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九州・沖縄 48名

四国 15名

中国・山陰 51名
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ポストアンケート結果
アンケート配布数 594枚 回収数 333枚 回収率 56％

1⃣ 診療圏域で在宅医療関連の研修会の開催に携わっていますか？
はい 278名 いいえ 55名 8割以上が携わっている

2⃣ 設問１で「はい」と答えた方におたずねします
2－1 研修会等開催協力にあたり、本研修会の内容を参考にしていますか？

している 233名 していない 45名 8割以上が参考にしている

2－2 市町村行政、郡市医師会、県行政、県医師会から、在宅医療関連の
研修会等開催協力依頼がありますか？

郡市医師会からの依頼 78%
市区町村行政からの依頼 73%

県行政からの依頼 38%
県医師会からの依頼 48%
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ポストアンケート自由記載 抜粋

本研修について、 地域での在宅医療研修について、 在宅医療にかかわること全般に
ついて、多岐にわたる意見が記載されている。

○ 本研修会について
・在宅医療の医療的技術について加えてほしい 認知症 がんなど
・ACP ICTの活用 新しい情報の提供を期待
・本研修への賛辞（ワークショップ・モデルケアカンファレンス含む） 継続の希望等
・ワークショップに不慣れなファシリテーターの参加

○ 地域での研修会について
・医師の参加が少ない 医師の関心の課題
・行政、医師会への苦言
・看取りの文化の醸成
・開催の時間調整、予算、介護職への周知等の課題

○ 在宅医療全般について
・医師の意識の差
・医師会非加入在宅医の課題
・医師会長への期待
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課題と今後

① 二次医療圏マッピングからは、参加者に偏り。募集方法・開催地に工夫
が必要

② 在宅医療をすでに実践している医師の参加少ない
③ 受講者名簿の活用状況の把握が必要
④ ワークショップの企画継続にはファシリテーターの養成必要

⑤ 講師人材とは、在宅医療推進における地域のリーダーであり、資質とマ
インド重要

① 魅力的にブラッシュアップ
② 地域医療計画と地域包括ケアの接点での在宅医療の役割を啓発
③ ワークショップ企画にあたりファシリテーターの育成

④ 人口規模での地域別議論は、都市圏からの参加者が多く、グルーピン
グに課題（都内の医師が、小規模自治体の議論に参加）
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事業に関して

研修会コンテンツについて


